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国内外における津波ハザード関連情報の公開事例の概観
An overview on current status of public disclosure for tsunami hazard information in and
around Japan
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津波防災を進めるにあたって、津波ハザードにかかわる情報が国、自治体、民間それぞれのレベルの事前対策の中で
有効に活用され得るよう発信されることが必要である。防災科研では、平成 24年度より全国を対象とした津波ハザード
評価にかかわる研究（藤原・他、2013、合同大会、平田・他、2014、本大会）を開始しているが、その一環として平成
25年度から津波ハザード情報の利活用に関する調査・検討を始めている。ここでは、まず初めに津波ハザードに関する
情報が公的機関・組織からどのような内容・形で提供されているか国内外の現状について調べたので報告する。防災科
研の津波ハザード評価の主要な利用者には自治体があるので、今回の調査の対象として自治体等が一般の住民などへ公
開している情報とした（2013年 7月時点、学術論文・報告は原則除外）。調査は、インターネットにより、国内では沿岸
部を持つ都道府県および国外では５か国（９地域）について行った。調査の結果は、１）情報の種類、２）公開の方法　
の二つの観点からまとめた。１）情報の種類としては、1a）津波高さ分布図（オーストラリア；確率論的評価に基づいた
沿岸での津波高さを公開）、1b）浸水予測図（日本国内の自治体、米国オレゴン州、米国ワシントン州など；発生が懸念
されている最大クラスの津波について浸水深さ地図、チリなど；過去の津波の浸水実績の地図、インドネシア；想定さ
れる津波による確率論的浸水を予測した地図）、1c）津波避難地図（ニュージーランド・オークランド市、米国オレゴン
州、米国ハワイ州など；津波の危険度もしくは津波警報のレベルに応じ避難対象エリアを示したもの）、1d）建築制限な
どの法的規制を目的とした浸水範囲図（米国オレゴン州）、などであった。２）情報の公開方法としては、基本的にはハ
ザード情報を記載した地図を PDF形式で公開しているものが大半（日本国内では全例）である。また、一部では、Web
Mappingによりインタラクティブな情報提供（米国ハワイ州）、KML（オーストラリア）などのデータとして提供など、
利用者の二次利用を意識した方法を積極的に採用しているところもあった。津波ハザード情報を発信する際には、発信の
目的に合わせ、情報の特質とそれぞれ地域の実情を考慮した多様な方法が採用されている現状にあると推測される。今
後、確率論的津波ハザード評価結果の利活用を図る際にも、目的を明確にした情報発信方法を検討する必要がある。
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